
 

 

タキロンテック株式会社
32期 (単位：円)

科   　　     目 　金      額 科   　　     目 　金      額

資産の部 負債の部

流動資産 ［ 2,487,279,271 ］ 流動負債 ［ 2,745,984,184 ］

現 金 及 び 預 金 134,551,199 買 掛 金 49,749,912

売 掛 金 943,443,093 未 払 法 人 税 等 142,000

半 製 品 29,576,407 未 払 費 用 29,512,096

原 材 料 323,685,202 預 り 金 2,219,937

仕 掛 品 165,873,381 そ の 他 未 払 金 2,625,290,912

未 収 入 金 18,146,811 賞 与 引 当 金 35,429,327

預 け 金 865,778,476 役 員 賞 与 引 当 金 3,640,000

工 器 具 貯 蔵 品 3,243,850 未 払 消 費 税 0

前 払 費 用 2,980,852

固定資産 ［ 711,255,774 ］

有形固定資産 （ 710,945,774 ） 固定負債 ［ 121,178,300 ］

建 物 3,905,055

機 械 及 び 装 置 601,942,344 退 職 給 付 引 当 金 121,178,300

車 両 及 び 運 搬 具 2,200,996

工 具 ･ 器 具 及 び 備 品 65,762,379

建 設 仮 勘 定 37,135,000 負 債 合 計 2,867,162,484

無形固定資産 （ 0 ） 純資産の部

ソ フ ト ウ ェ ア 0 株主資本 ［ 331,372,561 ］

 資　本　金 （ 10,000,000 ）

投   資   等 （ 310,000 ）  利益剰余金 （ 321,372,561 ）

出 資 金 10,000 利 益 準 備 金 2,500,000

差 入 保 証 金 300,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 318,872,561

任 意 積 立 金 216,000,000

繰 越 利 益 剰 余 金 102,872,561

( う ち 当 期 純 利 益 ) ( 27,767,993 )

純 資 産 合 計 331,372,561

資  産  合  計 3,198,535,045 負債・純資産合計 3,198,535,045

貸　借　対　照　表

（平成２９年３月３１日現在）



 

個別注記表 

 

重要な会計方針 

 
1．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

製品 ･････ 主として総平均法による原価法 
（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法） 

原材料・仕掛品 ･････ 主として総平均法による原価法 
（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法） 

2．固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産(リース資産を
除く) 

･････ 定率法 
但し、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備及び構
築物については、定額法によっております。 

無形固定資産(リース資産を
除く) 

･････ 定額法 
但し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法 

リース資産   
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 ･････ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 
長 期 前 払 費 用 ･････ 定額法 

3．引当金の計上の方法 
貸  倒  引 当 金 ･････ 売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し､回収不能見込額を計上しておりま
す。 

賞   与  引 当 金 ･････ 従業員の賞与の支給に充てるため、次期賞与支給見込額の当期間
対応額を計上しております。 

役 員 賞 与 引 当 金 ･････ 役員に対する賞与に充てるため、支給見込額のうち当期における
負担額を計上しております。 

退 職 給 付 引 当 金 ･････ 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認
められる額を計上しております。 

4．消費税等の処理方法 
税抜方式によっております。 

 
5．会計方針の変更 
  法人税の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対
応報告第 32号 平成 28年 6月 17日）を当事業年度より適用し、平成 28年 4月 1日以後に取得した建物附属設
備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

 この結果、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前純利益に与える影響はありません。 
 
株主資本等変動計算書の注記 

1.当事業年度末の発行済株式の種類及び総数 普通株式 200株 

 

 2.配当に関する事項 

（ 1 ）配当金支給額 

  決 議 株式の種類 配当金の総額

（ 千円 ） 

1 株当たり配当額

（ 円 ） 

   基準日 

 

   効力発生日 

平成28年5月30日 

定時株主総会 

普通株式 37,205   186,026 平成28年3月31日 平成28年5月30日 

 

（ 2 ）基準日が当会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期事業年度となるもの 

  平成 29 年 5 月 26 日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。 

 

  決 議 株式の種類 配当金の総額

（ 千円 ） 

1 株当たり配当額

（ 円 ） 

   基準日 

 

   効力発生日 

平成29年5月26日 

定時株主総会 

普通株式 8,330   41,651 平成29年3月31日 平成29年5月26日 


